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本調査の実施内容・実施方法は、以下のとおり
１．２．調査の実施内容・方法｜全体像

国内イノベエコシステムの
現状に関する調査

本調査の実施内容 実施方法

• 大学における若手による産学連携の実施状況に関する定量情報の把握（大学向け・若手向け）
• 大学・若手へのヒアリング調査による現状の把握

国内イノベエコシステムの
目指す姿に関する調査

• 大学・若手へのヒアリング調査による若手の産学連携に関する目標設定状況、および目指す姿に関する
考え方の把握・整理

• 海外イノベエコシステムの調査結果等も踏まえた目指す姿に関する検討

国内イノベエコシステムの
問題点に関する調査

国内イノベエコシステムにおける
好事例の調査 • 大学・若手・企業へのヒアリング調査による産学連携の好事例の把握・整理

海外イノベエコシステムにおける
産学連携の全体的な傾向・好事例の調査

• デスクトップ調査・ヒアリング調査による調査対象国における産学連携の全体的な傾向の把握・整理
• デスクトップ調査・ヒアリング調査による調査対象国における産学連携の好事例の把握・整理

• 大学・若手・企業へのへのヒアリング調査による産学連携の問題点に関する考え方の把握・整理

国内イノベエコシステムにおける施策の
方向性・若サポEBPMのあり方に関する調査

• 国内以外調査の結果および有識者との意見交換の結果を踏まえた施策の方向性の整理
• 国内以外調査の結果および有識者との意見交換の結果を踏まえた若サポEBPMのあり方の整理

2.1

2.2

2.3

2.4 – 2.5

3.1 – 3.2

4.1 - 4.2
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大学全体に比べて、若手に共同研究の裾野が広がっていない
２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 共同研究の受入件数／1人あたり受入件数

811 
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若手（研究代表者） 大学全体

若手（研究代表者）と大学全体の共同研究の受入件数と1人あたり受入件数（国内民間企業＋外国企業）

“令和2年度における貴学の共同研究の実績のうち、若手研究者が研究代表者としてかかわった実績をお答えください。”

共同研究の受入件数（単位：件）

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（大学向け）」、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」の結果よりNRI作成

*若手の実績と大学全体の実績は異なる調査により集計した結果のため、比率は参考値。
**大学全体の人数と共同研究の受入件数の実績は、異なる調査により集計した結果のため、参考値。
***大学全体の実績は、若手調査で回答を得られた大学のみを集計対象としてグラフに表示。
****一部の大学から、若手の実績は、研究者情報との紐づけの困難さから、大学全体の実績の内数になっていない可能性がある旨を、担当者より確認。
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大学向け調査 若手向け調査
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若手による特許出願は、大学全体の水準に比べて進んでいないと言える
２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 特許の出願件数／1人あたり出願件数

531 
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若手（研究代表者） 大学全体

若手（代表発明者）と大学全体の特許出願件数（国内＋外国＋PCT・EPC）

“令和2年度中に出願を行った特許のうち、若手研究者が代表発明者としてかかわった実績をお答えください。”

特許出願件数（単位：件）

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（大学向け）」、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」の結果よりNRI作成

*若手の実績と大学全体の実績は異なる調査により集計した結果のため、比率は参考値。
**大学全体の人数と共同研究の受入件数の実績は、異なる調査により集計した結果のため、参考値。
***大学全体の実績は、若手調査で回答を得られた大学のみを集計対象としてグラフに表示。
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若手による特許の実施許諾・譲渡件数は、出願よりも大学全体との差が大きい
２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ②社会実装に関する状況 特許の実施許諾・譲渡の件数

145 

4,183 
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若手（代表者） 大学全体

若手（代表者）と大学全体の特許の実施許諾＋譲渡件数（国内＋外国＋PCT・EPC）

特許の実施許諾＋譲渡件数（単位：件）

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（大学向け）」、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」の結果よりNRI作成

*若手の実績と大学全体の実績は異なる調査により集計した結果のため、比率は参考値。
**大学全体の人数と共同研究の受入件数の実績は、異なる調査により集計した結果のため、参考値。
***大学全体の実績は、若手調査で回答を得られた大学のみを集計対象としてグラフに表示。
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特許の実施許諾＋譲渡件数 1人あたり特許の実施許諾＋譲渡件数

“令和2年度における貴学の特許権等の実施許諾・譲渡件数の実績のうち、若手研究者が代表者として出願した特許権等の実施許諾・譲
渡に関する実績を下記の様式に従ってお答えください。”

大学向け調査 若手向け調査









21Copyright（C） Nomura Research Institute、 Ltd. All rights reserved.

若手による特許の1件あたり実施許諾・譲渡収入は、大学全体より高い
サンプル数を増やした集計・分析が必要と想定

２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ④外部資金の獲得に関する状況 特許の実施許諾・譲渡の収入

109 

1,282 
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若手（代表者） 大学全体

若手（代表者）と大学全体の特許の実施許諾＋譲渡収入（国内＋外国＋PCT・EPC）
“令和2年度における貴学の特許権等の実施許諾・譲渡件数の実績のうち、若手研究者が代表者として出願した特許権等の実施許諾・譲
渡に関する実績を下記の様式に従ってお答えください。”

特許の実施許諾＋譲渡収入（単位：百万円）

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（大学向け）」、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」の結果よりNRI作成

*若手の実績と大学全体の実績は異なる調査により集計した結果のため、比率は参考値。
**大学全体の人数と共同研究の受入件数の実績は、異なる調査により集計した結果のため、参考値。
***大学全体の実績は、若手調査で回答を得られた大学のみを集計対象としてグラフに表示。
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1件あたりの特許の実施許諾＋譲渡収入（単位：千円）

特許の実施許諾＋譲渡収入 1件あたり特許の実施許諾＋譲渡収入
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「共同研究による産学連携」に関心のある回答者が約87%と最も多い
２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 関心のある産学連携の形態

回答者の関心のある産学連携の形態

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q11:あなたが関心のある産学連携の形態について当てはまるもの全てを選択ください。”

大学向け調査 若手向け調査
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どの分野においても「共同研究による産学連携」に最も関心があるが社会実装との距離が近
い研究分野（工学、医歯薬学等）ほど、その割合が高い

２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 分野別関心のある産学連携の形態

分野別関心のある産学連携の形態 ※分野は、研究テーマに最も当てはまる研究分野の回答を元に集計。分野・産学連携の形態共に「その他」を除く有効回答のみを掲載。

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q11:あなたが関心のある産学連携の形態について当てはまるもの全てを選択ください。”

75%以上【凡例】 50％以上75%未満

回答項目 全体 人文学 社会
科学

総合
理工

数物系
科学 化学 工学 生物学 農学 医歯

薬学 情報学 環境学

N数 357 17 33 12 32 41 102 19 17 53 24 4

共同研究による産学連携に関心が
ある 86.8 64.7 69.7 83.3 81.3 92.7 93.1 84.2 88.2 92.5 95.8 50.0

受託研究による産学連携に関心が
ある 45.4 23.5 54.5 33.3 40.6 41.5 52.0 26.3 76.5 41.5 50.0 25.0

大学発ベンチャーの設立による産学
連携に関心がある 36.7 29.4 27.3 50.0 31.3 31.7 40.2 26.3 47.1 34.0 50.0 50.0

特許の実施許諾による産学連携に
関心がある 26.1 5.9 9.1 25.0 21.9 39.0 26.5 31.6 29.4 35.8 20.8 25.0

特許の譲渡による産学連携に関心が
ある 18.2 0.0 6.1 16.7 6.3 24.4 23.5 10.5 17.6 28.3 16.7 25.0

企業へのコンサルティング等による産学
連携に関心がある 31.4 17.6 33.3 33.3 21.9 34.1 36.3 21.1 23.5 24.5 41.7 50.0

産学連携による人材育成に関心が
ある 34.7 41.2 45.5 25.0 31.3 29.3 42.2 5.3 23.5 24.5 50.0 50.0

いずれも当てはまらない 4.8 23.5 6.1 0.0 12.5 4.9 2.0 0.0 0.0 1.9 4.2 25.0

大学向け調査 若手向け調査
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「産学連携による研究成果の社会実装」が産学連携のモチベーションである回答者が約78%
と最も多い

２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 産学連携を取り組む際のモチベーション

回答者の産学連携を取り組む際にモチベーションとなりうる事項/考え方（N=357）

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q12:あなたが産学連携を取り組む際にモチベーションとなりうる事項/考え方について当てはまるもの全てを選択ください。”

大学向け調査 若手向け調査
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社会実装との距離が近い研究分野（工学、医歯薬学等）ほど、「研究成果の社会実装」が
産学連携のモチベーションと回答した割合が高い

２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 産学連携を取り組む際のモチベーション

分野別産学連携を取り組む際にモチベーションとなりうる事項/考え方

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q12:あなたが産学連携を取り組む際にモチベーションとなりうる事項/考え方について当てはまるもの全てを選択ください。”

75%以上【凡例】 50％以上75%未満

回答項目 全体 人文学 社会
科学

総合
理工

数物系
科学 化学 工学 生物学 農学 医歯

薬学 情報学 環境学

N数 357 17 33 12 32 41 102 19 17 53 24 4
産学連携による研究成果の社会実装が
重要である 77.9 64.7 69.7 83.3 56.3 75.6 84.3 68.4 100.0 83.0 79.2 75.0

研究資金獲得のために重要である 67.2 41.2 51.5 50.0 43.8 80.5 76.5 73.7 76.5 71.7 62.5 50.0

民間企業との交流が研究成果を生むた
めに重要である 56.9 47.1 45.5 50.0 56.3 46.3 67.6 42.1 58.8 60.4 58.3 25.0

産学連携の実績が大学内での人事評価
項目である 21.6 11.8 24.2 25.0 3.1 34.1 27.5 26.3 5.9 18.9 4.2 50.0

大学から金銭的インセンティブ
（報奨金等の支給）がある 12.6 11.8 9.1 0.0 12.5 17.1 12.7 21.1 11.8 9.4 12.5 25.0

大学から非金銭的インセンティブ
（表彰等）がある 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 4.9 7.8 15.8 0.0 3.8 8.3 0.0

いずれも当てはまらない 3.1 11.8 6.1 0.0 9.4 0.0 2.0 0.0 0.0 1.9 4.2 0.0

※分野は、研究テーマに最も当てはまる研究分野の回答を元に集計。
分野、モチベーションとなりうる事項/考え方共に「その他」を除く有効回答のみを掲載。

大学向け調査 若手向け調査
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回答者の約68%が研究代表者または、研究代表者以外として共同研究経験があると回答
２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 共同研究実績

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

大学向け調査 若手向け調査

“Q21:あなたの研究代表者としての/研究代表者以外としての共同研究経験の有無をご回答ください。”

研究代表者/研究代表者以外としての共同研究経験（N=357）
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④研究代表者/研究代表者以外として経験がない②研究代表者として経験があり、研究代表者以外として経験がない
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④

回答者（N=357）

（参考）共同研究経験セグメントに係るベン図
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回答者の共同研究実績の内、 共同研究相手属性として約61%が大企業と最多を占める
２．１．国内イノベエコシステムの現状に関する調査｜ ①産学連携の実施状況 共同研究実績

※中小企業とは、下記の定義において、資本金または従業員数の基準を
満たすものを言います。大企業は、中小企業以外の企業を指します。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
【製造業その他】 資本金＜3億円以下＞または従業員＜300人以下＞
【卸売業】 資本金＜1億円以下＞または従業員＜100人以下＞
【サービス業】 資本金＜5千万円以下＞または従業員＜100人以下＞
【小売業】 資本金＜5千万円以下＞または従業員＜50人以下＞
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

※※大学発ベンチャーとは、以下のいずれかに当てはまる企業を指します。
【1】研究成果ベンチャー
大学で達成された研究成果に基づく特許や新たな技術・ビジネス手法を事業化する
目的で新規に設立されたベンチャー
【2】共同研究ベンチャー
創業者の持つ技術やノウハウを事業化するために、設立5年以内に大学と共同研究等を行ったベンチャー
【3】技術移転ベンチャー
既存事業を維持・発展させるため、設立5年以内に大学から技術移転等を受けたベンチャー
【4】学生ベンチャー
大学と深い関連のある学生ベンチャー
【5】関連ベンチャー
大学からの出資がある等その他、大学と深い関連の有るベンチャー

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q27:あなたが令和2年度中にかかわった共同研究の共同研究相手属性（選択肢）についてご回答ください。”

61.3% 20.1% 14.6% 4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大企業 中小企業 民間企業以外 大学発ベンチャー

大学向け調査 若手向け調査

研究相手属性(N=170) ※有効回答である170名の共同研究実績の内、相手属性について回答のあった452件の共同研究について集計。
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若手が産学連携に取り組む目的として、技術シーズの社会実装、外部資金の獲得、
研究活動の発展、が挙げられた

２．２．国内イノベエコシステムの目指す姿に関する調査｜若手が産学連携に取り組む目的

若手が産学連携に取り組む目的・意義（大学・若手へのヒアリング結果をもとに整理）

出所）大学・若手へのヒアリング結果よりNRI作成

技術シーズの社会実装

• 基礎研究の社会実装は時間を要するが、技術の可能性を前進させることであり、有意義。また現在は
技術の社会実装に要する時間が短くなり、5年ほどで実現可能である。産学連携や大学発ベンチャー
の活用によりアカデミアの立場で研究の社会実装を行えることは魅力的である。（若手）

• 本学は工業大学のため、研究を最終的に社会で活用してもらうことを目指している。そのため、若いうち
から産学連携により企業のニーズを把握することが重要である。（産連担当）

• 工業大学に所属していることもあり、研究の最終的な社会実装が重要と考える。（若手）

外部資金の獲得
• 産学連携は、使途が幅広い外部資金の獲得が可能なアプロ－チとして重視している。産学連携に

よる資金獲得により、共同研究を担う学生への給与の支払いが可能となり、成果の創出やプロジェクト
の継続・大型化といった好循環につながると考える。（若手）

研究活動の発展

研究へのフィードバック
• 共同研究で実際のユースケースを学ぶことで現在の科学の限界を把握し、研究に反映する。(若手)
• 各企業の課題や課題解決の方向性の理解が高まり、良い論文のアイデアが生まれる。(若手)
• 現場環境からのフィードバックにより実用的かつ他の研究者が思いつかないインサイトを得る。（若手）
知財の獲得
• 企業との共同研究を通じて、特許の出願・取得を行っている。（若手）
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一方で、若手の目指すキャリアや研究分野の特性を踏まえて、産学連携の推進の是非を
検討すべきとの意見も聞かれた

２．２．国内イノベエコシステムの目指す姿に関する調査｜若手が産学連携に取り組む目的

大学の多岐に渡る部局・部署の中で、産学連携に比較的前向きなはずの産学連携部門の担当者からも、様々な意見が聞かれた。

若手の産学連携の推進の是非に関する産学連携部門の考え方（例）

出所）大学へのヒアリング結果よりNRI作成

研究フィールドを確立する若手の時期にむやみに産学連携を推進すべきではない
• 若手は、産学連携の前に、自らの研究フィールドを確立するための論文の発表や特許の獲得に注力すべきであると

いうのが、学内の総意である。「Nature」、「Science」クラスの研究を目指している場合は、企業の個別ニーズに対応
するべきではないという考えである。 （産連担当）

社会実装との距離が近い研究分野では若手も産学連携を推進すべき
• 分野ごとの「社会実装」と「研究」の距離によって異なる。例えばIT系では、アカデミアでも論文だけでなく社会実装の

実績が評価される。また、建築土木系等も、社会ニーズを踏まえた研究活動が重視されている。（産連担当）
• 本学では繊維学部のような実学から学ぶような学部において、かなり前から産学連携が進んでいる。繊維学部や工

学部の産学連携が学内でも成功事例として認知されているため、他の学部においても盛んに行われている。（産連
担当）

• 工業大学である本学では、技術シーズは最終的に社会実装されるべきという前提があるため、若手の内から産学連
携を通して企業ニーズを知ることの重要性が認識されている。（産連担当）

• 本学は医学系ということもあり、全体的に、研究者の産学連携へのモチベーションが高い。医学系のゴールは、研究
の成果が患者に届くことであり、そのためには企業との連携が必要不可欠であることを研究者が理解している。
（産連担当）
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全体で見ると、「産学連携の余力の少なさ」、「企業ニーズ把握の難しさ」、「自身が取り組み
たいこととの不整合」をハードルに感じている若手が多い

２．３．国内イノベエコシステムの問題点に関する調査｜産学連携を取り組む際のハードル

回答者の産学連携を取り組む際にハードルとなりうる事項/考え方（N=357）

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q13:あなたが産学連携を取り組む際にハードルとなりうる事項/考え方について当てはまるもの全てを選択ください。”

大学向け調査 若手向け調査
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凡そ全ての分野において「産学連携をする余力がない」ことが一番のハードルであると回答
２．３．国内イノベエコシステムの問題点に関する調査｜産学連携を取り組む際のハードル

分野別産学連携を取り組む際にハードルとなりうる事項/考え方

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

“Q13:あなたが産学連携を取り組む際にハードルとなりうる事項/考え方について当てはまるもの全てを選択ください。”

【凡例】 上位３つ

※分野は、研究テーマに最も当てはまる研究分野の回答を元に集計。
分野、ハードルとなりうる事項/考え方共に「その他」を除く有効回答のみを掲載。

大学向け調査 若手向け調査

回答項目 全体 人文学 社会
科学

総合
理工

数物系
科学 化学 工学 生物学 農学 医歯

薬学 情報学 環境学

N数 357 17 33 12 32 41 102 19 17 53 24 4

産学連携をする余力がない 52.4 64.7 57.6 50.0 62.5 43.9 45.1 57.9 58.8 56.6 58.3 25.0

民間企業のニーズを把握できていない 32.5 41.2 27.3 41.7 40.6 24.4 32.4 42.1 35.3 34.0 16.7 50.0
取り組みたいことが産学連携を通して
実現できない 24.6 23.5 18.2 25.0 53.1 36.6 15.7 31.6 17.6 17.0 29.2 25.0
大学から金銭的インセンティブ（報奨金
等の支給）がない 21.8 17.6 24.2 25.0 15.6 17.1 19.6 21.1 11.8 26.4 41.7 50.0
産学連携の実績が大学内での人事評価
に結び付かない 18.2 5.9 6.1 8.3 15.6 26.8 22.5 10.5 35.3 11.3 25.0 50.0
産学連携の経験がなくその有用性が
理解できていない 14.8 17.6 18.2 25.0 18.8 12.2 8.8 15.8 5.9 26.4 12.5 0.0
大学から非金銭的インセンティブ
（表彰等）がない 11.5 0.0 12.1 8.3 6.3 9.8 11.8 5.3 5.9 15.1 29.2 25.0
大学が担う使命等に照らして、産学連携
を推進すべきでない 7.0 11.8 3.0 25.0 0.0 4.9 8.8 10.5 5.9 9.4 0.0 0.0
研究資金が十分にあるため産学連携が
不要である 5.3 0.0 3.0 8.3 9.4 0.0 7.8 5.3 5.9 0.0 16.7 0.0

いずれも当てはまらない 8.4 5.9 6.1 16.7 3.1 7.3 10.8 5.3 5.9 7.5 8.3 0.0
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（参考）「その他」の自由回答
２．３．国内イノベエコシステムの問題点に関する調査｜産学連携を取り組む際のハードル

出所）「若手研究者の産学連携活動に関する実態等調査（若手向け）」の結果よりNRI作成

大学向け調査 若手向け調査

若手研究者による産学連携のハードル、支援の要望など ※一部抜粋

産学連携
支援領域

研究種別によって産学連携との相性があるため、若手を一括りにした産学連携の活性化はあまり意味
がないように思う。研究分野に応じた産学連携支援が重要である。
社会課題の解決を本気で見据えた基礎研究に支援をしていただきたい。
社会科学系等の文系を対象とした産学連携支援を希望する。

大学の産学
連携機能

産学連携に興味関心はあっても具体的に企業とのコンタクト方法や起業のノウハウがない。相談できる
窓口が、大学内にあると、産学連携へのハードルが下がると思う。
企業とのマッチング機会やコミュニケーションをとる機会を創出してほしい。

インセンティブ
評価

産学連携の成果を正しく評価できる仕組みやインセンティブ設計が必要。
産学連携はひとえに論文化できるかできないかに尽きる。産学連携件数や金額だけでは大学内で全く
評価されないので、論文共著になるかだけの判断で共同研究の受け入れを決定している。

業務負担軽減 雑務が非常に多く、研究に集中できず、産学連携の余力がない。
若手研究者に対して、技術支援員等を雇用するための補助金を増やして欲しい。

“Q40:本アンケートに係るご意見・お問い合わせ、若手研究者に対する政府や自大学の支援に関する要望等についてご自由に記載ください。”

ポスト支援
若手研究者のその後のポスト支援も併せて検討いただきたい。
大学の研究者ポストは少ないので、若い研究者、非常勤講師や退官した優秀な先生が所属できる民
間組織が一般化すれば、研究者の雇用の問題が大きく変わる可能性があると考える。
博士進学率を上げるためにも、給与・働き方の面から魅力ある研究職ポストを作ってほしい。

産学連携支援
機会数の増加

経産省系研究費として、規模は小さくてもいいので、学術界産業界がともに若手育成に関わるような産
学共同研究資金を作ってほしい。
若手研究者が研究代表者として主体的な公募研究を経験する機会を増やすために「小型予算でもよ
いので、採択数の多い競争的資金」を充実させていただきたい。
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大学において産学連携が人事評価項目ではない、或いはインセンティブが設計されておらず、
産学連携活動が報いられない

２．３．国内イノベエコシステムの問題点に関する調査｜ ⑪評価・インセンティブの不足

大学による産学連携の評価制度

人事評価

金銭的インセンティブ

例 問題点

• 業績評価における共同
研究金額の評価

• 産学連携に投入した
エフォートと実績の評価

• 共同研究の実績に応じた
金銭の支給

• 獲得した間接経費の一部
の支給

• 成功事例の表彰等による
研究者の承認欲求の充足

評価への公平性に関する懸念
• 大学にとって産学連携は成果を社会に反映させる手段に過ぎず、また教育や

研究に主眼をおく部局の反発のため、評価への反映は難しい。（産連担当）
評価に占める割合が小さい
• 研究の評価中で産学連携を1つの項目としているが、比重は小さく、給与に直

接反映されることはない。（産連担当）

評価への公平性に関する懸念
• 導入は産学連携が活発でない学部への配慮から難しい。（産連担当）
金銭的メリットが小さい
• インセンティブはあるものの、金額が小さいため、それ自体が産学連携を実施す

る意思決定の要因にはなり得ない。（若手）

• -（本調査で実施したヒアリングでは確認できず）

非金銭的インセンティブ

出所）大学・若手へのヒアリング結果よりNRI作成
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目次

１．調査の実施概要

２．我が国における若手研究者を取り巻くイノベーション・エコシステムの実態調査

３．海外におけるイノベーション・エコシステムの実態調査の結果

４．若サポ事業の継続的なEBPMに向けた検討
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米はトップ大学を中心とした産学連携、独は産業クラスターにおける産学連携及び研究機関
による橋渡し、英は政府主導による産学連携の促進、にそれぞれ特徴がある

３．１．海外イノベエコシステムにおける産学連携の全体的な傾向の調査｜サマリー

科学技術政策
の担い手

出所）各種公開情報及び有識者ヒアリングよりNRI作成

アメリカ

• 大統領府が予算作成において旗振り
役を担うも、基本的には各省庁が
個別に研究開発を所管。

• 国防総省・保健福祉省が政府研究
開発支出の過半を拠出。

研究開発費
の推移

産学連携の
実施状況

産学連携
エコシステムの

特徴

• UKRI等のイノベーション機構を管轄
するBEIS（ビジネス・エネルギー・産業
戦略省）が主として研究開発を所管。

• 政府研究開発支出の過半を拠出。

• フラウン・ホーファー等の研究機関を
管轄するBMBF（教育研究省）が
主として研究開発を所管。

• 政府研究開発支出の約6割を拠出。

ドイツ イギリス

• 政府の研究開発支出は長期的に
減少傾向にあるが、産業界からの
研究開発支出額は増加傾向。

• 政府の研究開発支出は長期的に
横ばい傾向にあるが、産業界からの
研究開発支出は増加傾向。

• 政府・産業界の両方の研究開発支出
が長期的に増加傾向にある。

• 企業との共同研究金額及び、企業へ
のライセンス数は増加傾向にあるが、
大学発ベンチャー起業数は横ばい
傾向。

• 公的資金を含む共同研究金額及び
知的財産ライセンス数、大学発ベン
チャー企業数は増加傾向。

• 大学発ベンチャーの起業数は減少
傾向。

• トップ大学を中心としたイノベーション・
エコシステムが形成されている。

• 大学の「技術移転」を重視する産学連
携（有識者コメント）。

• 政府による産学連携の積極的な支援
が行われている。

• 大学の「知識移転」を重視する産学連
携（有識者コメント） 。

• 産業クラスターにおいて産学連携プロ
ジェクトが組成されている。

• 研究機関が大学－産業界の橋渡し
機能を担っている。

• 大学－産業界における人材の流動が
活発。
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ドイツでは、国内数百か所に集積する産業クラスターによる、
地域大でのイノベーションの創出が図られている

３．１．海外イノベエコシステムにおける産学連携の全体的な傾向の調査｜産学連携エコシステムの特徴

産業クラスター概要 先端クラスター競争プログラムで選抜されたクラスター

出所）国土交通省：「ドイツの地域分散の状況について」、野村資本市場研究
所「インダストリー4.0とドイツの産官学連携クラスター」、ITI：「地域経済の発展に
貢献するドイツのクラスター」よりNRI作成

出所）BMBF：「Deutschlands Spitzencluster Germany’s Leading-Edge 
Clusters」よりNRI作成

• ドイツには、国内数百か所に産業クラスターが集積。
• ドイツではクラスターによる新規産業・イノベーションの創出や地方の

活性化を目指し、1990年代以降連邦政府・州政府によるクラス
ター政策が本格化。

• 特に連邦制をとっているドイツでは、州政府にとって州内の経済、
特に中小企業の振興が重要な政策目標であり、クラスターの支援
が注力されている。

• 今後、クラスター間連携により新たなイノベーション創出が期待される。
産業クラスター政策概要（一部）

ゴー・
クラスター
プログラム

先端
クラスター

競争
プログラム

• 国内の優れたクラスターを対象に、クラスター間連携
の強化、マネジメントの質向上を図り、世界トップ
クラスのクラスターへの成長を目指すこと目的。

• 100以上のクラスターに対し、戦略プロセス・資金調
達・組織化・国際化等の、クラスターのマネジメントに
必要な専門知識の習得などをセミナー等で支援。

• イノベーションの創出を目指すハイテク戦略の一環と
して、選抜したクラスターの強みをさらに伸ばすことを
目的。

• 1回につき5つのクラスターを選抜し、5年間にわたり
最大4,000万ユーロの補助金を支給する。

米 英独
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（参考）ドイツの産学連携推進プログラム
３．１．海外イノベエコシステムにおける産学連携の全体的な傾向の調査｜産学連携エコシステムの特徴

イノベーティブユニバーシティズ IGF

出所）有識者ヒアリング、イノベーティブユニバーシティズHP、IGF HPよりNRI作成

• 連邦教育研究省が中小大学を対象として大学の「知」を中小企業
等含む地域産業に還流させるために技術移転機能の強化に対して
拠出する助成金プログラム。2018年から2027年の期間で5億5千
万ユーロの拠出を予定。

• 同プログラムは、単に技術移転業務に対する助成をするだけでなく、
技術移転による地域のイノベーション・エコシステム形成に向けた戦
略策定業務に対して助成している。

• 助成対象候補者は、大学が有する技術シーズをどのように地域に
還元するのか、また、アカデミア以外のステークホルダーとどのように連
携するべきかについて戦略策定方針について提案する必要がある。

米 英独

• 連邦経済エネルギー省による中小企業を対象とした助成金プログラ
ムであり、AIFと呼ばれる非営利団体が運営。

• 中小企業が直面する技術課題の内、協調領域の技術課題につい
て各業界団体ごとにプロジェクトを組成し、大学・研究機関との共
同研究を通して課題解決を企図。

中小規模の大学を対象とした技術移転強化プログラム 中小企業を対象としたニーズ起点の産学連携プログラム
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博士課程学生の多くは、大学や大学以外の研究機関、企業において研究員として
雇用されながら博士課程の研究に取り組む

３．１．海外イノベエコシステムにおける産学連携の全体的な傾向の調査｜産学連携エコシステムの特徴

出所）BMBF：「Research in Germany Land of Ideas」・「Doing a PhD in Germany」、DESTATIS：「PROMOVIERENDE IN DEUTSCHLAND」、有識者インタ
ビューよりNRI作成

博士号取得方法の2類型 博士課程学生の雇用元割合（2014年度）

Individual Doctorate

人数割合

期間

主な
活動

Structured PhD Programme

77% 23%

3～5年 3～5年

1人の大学教授の監督下において、
1人で論文を作成。基本的には
学生が独立して研究を実施
大学の他、研究機関や企業等に
おいて研究をすることが可能

他の博士課程の学生とともに、
大学や大学以外の研究機関で
提供される博士課程プログラムに
参加し、チーム単位で監督を受けて
研究・論文を作成

大学

研究
機関

企業

• 大学組織や共同研究の研
究員として、給与／グラント
を獲得しながら研究

• 研究プロジェクトの研究員と
して、給与／グラントを獲得
しながら研究

• 研究員として、大学や研究
機関との共同研究において、
給与を獲得しながら研究

大学
• 博士学生／研究員として、

給与／グラントを獲得しなが
ら研究訓練グループにおいて
研究

研究
機関

• 博士学生／研究員として、
給与／グラントを獲得しなが
ら研究学校や研究訓練
グループにおいて研究

*1：人数割合及び期間は2014年度の値

64

5
5
9

17

0%

25%

50%

75%

100%

大学 研究機関

産業界 その他の雇用元

無雇用

(大学除く)

米 英独
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政府や関連組織が若手研究者への支援も含め、
積極的に産学連携を促進する取組を実施している

３．１．海外イノベエコシステムにおける産学連携の全体的な傾向の調査｜産学連携エコシステムの特徴

（Praxis Auril）
• イギリスでは、直近20年ほどで、政府が積極的に投資・

資金投入を行っており、産学連携が行われやすい状況と
なった。

• イギリスのイノベーション・エコシステムでは、UKRIやResearch
Council、CBI（Confederation of British Industry）、
KTN（Knowledge Transfer Network）などの各種団体
が政府の資金を得て活動、連携している。

• また、Knowledge Exchange Concordatや、Young
Entrepreneurs Scheme、イギリス知的財産庁（IPO）、
National Centre for Universities andBusiness、
Catapult Centreなどにおいて、産学連携を促進する各種
活動が行われている。

有識者のコメント政府・関連組織による支援の例

Young Entrepreneurs Scheme

• 26年間、6,139人以上が参加している、英国及び
国際大学の博士課程学生、ポスドク、研究スタッフ間
で、アイデアを商業化する方法の認知度を高めるために実施されているコンテスト。

• 産学連携に踏み出す第一歩として産業界の理解を深めることが可能。
• 4～5人のチームで3日間のワークショップに参加し、業界の第一人者による知識交換

やアイデアの商業化についてのセミナーを受講。受講後、チーム内で事業計画を策定
し、賞金や受賞を目指して計画の完成度を競う。

National Centre for Universities and Business

• 2013年設立。イギリスのイノベーションを促進するために、
産学連携を促進・発展・サポートする、大学・企業向け非営利会員組織。

• 企業と大学のマッチングを促進する無料のオンラインマッチングプラットフォーム
「konfer」を、UKRIと共同で展開。

出所）有識者インタビュー、YESウェブサイト、NCUB・konferウェブサイトよりNRI作成

米 英独
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米・独・英を中心にベストプラクティスを選定。一部機関にはヒアリングによる詳細調査を実施
３．２．海外イノベエコシステムにおける好事例の調査｜サマリー 調査対象

米

独

英

国 ベストプラクティスの調査対象 本調査で着目した取組概要

MIT
（Massachusetts Institute of Technology）

ERC
（Engineering Research Center）

it's owl Clustermanagement

Steinbeis Foundation

KTP
（Knowledge Transfer Program）

他

• ILP（Industrial Liaison Program）を通した企業とのネットワーキ
ング、産学連携への移行

ヒア実施

●

• 三層図を活用した社会実装プランの構想と研究プロジェクトの
運用・管理、および学生（博士）の積極的な巻き込み －

• 産業クラスター（it’s OWL）における地域の中堅企業・大学・研究
機関との連携、および各社へのサポート ●

• 企業ニーズ・技術シーズに関する情報の一元管理、および「技術移
転センター」との連携による運営 －

• 若手研究者と企業のインターンシップ等を通じた連携を加速させる
ための支援 ●

Paderborn University • 産業クラスター（it’s OWL）におけるクラスターマネジメント会社との
連携による技術シーズの実用化 ●

RISE
（Research Institutes of Sweden）

• 企業ニーズに関するデータベースの整備、およびデータベースを活用し
たマッチングの推進 ●

Oxford University Innovation • コンサルティングサービスによる大学の研究者（若手）による「知識
移転」の推進 ●

Lincoln University • 特定分野におけるリーディング・カンパニーとの包括的な産学連携の
推進、解くべき課題に関する認識合わせの場の設定 ●

Fraunhofer • 研究と事業化の橋渡しにおける学生（博士）の巻き込みによる、
産学連携に必要なスキル・マインドセットの獲得 －

組織分類

大学

研究機関

産学連携
支援組織

産学連携
支援組織

産学連携
支援組織

大学

研究機関

大学
（関連組織）

大学

研究機関
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国内のイノベエコシステムの問題点を踏まえた取組内容・取組のポイントを整理した
３．２．海外イノベエコシステムにおける好事例の調査｜サマリー 視点②国内のイノベエコシステムの問題解決のポイント

国 ベストプラクティスの主体

各事例において着目したポイント（国内のイノベエコシステムの問題点）*1

企業ニーズ
の理解
不足

知財戦略
の不足

企業・学
内ネット

ワークの不
足

目的・方
向性の不

一致
意思決定
のハードル

短期志向
のPJT設計

金額交渉
力・リソース

の不足

PJTマネジ
メントの不

足

研究-事業
の接続の

弱さ
人的リソー
スの不足

評価・イン
センティブ
の不足

米
MIT ☑ ☑

ERC ☑ ☑ ☑ ☑

独

it’s OWL 
clustermanagement/
Paderborn University

☑ ☑ ☑

Fraunhofer ☑ ☑ ☑

Steinbeis Foundation ☑ ☑

英

KTP ☑ ☑ ☑

Oxford University 
Innovation ☑ ☑ ☑ ☑

Lincoln University ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

他 RISE ☑ ☑ ☑

*1：本調査において着目したポイントのみに☑を付けている。各機関は、その他の問題点の解決に資する活動を行っている。

各事例と国内のイノベエコシステムの問題点との対応関係

出所）有識者ヒアリング結果よりNRI作成
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（参考）Startup Exchangeの活動概要
３．２．海外イノベエコシステムにおける好事例の調査 ｜ MIT（Massachusetts Institute of Technology）

Startup Exchangeによるスタートアップのマッチング

米 英独 他

出所）Startup Exchange：公式ウェブサイト

Startup Exchangeによるスタートアップの発信

• ウェブサイトでは、公開可能なスタートアップ（80件）のみ掲載され
ており、大半のスタートアップは非公開。
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ERCは、NSFが設立した、大学を対象とする研究拠点創出事業（助成プログラム）であり、
①研究、②社会実装、③工学人材の育成を目的とする

３．２．海外イノベエコシステムにおける好事例の調査 ｜ ERC（Engineering Research Centers）

出所） CRDS：「米国のEngineering Research Centers（ERC）」よりNRI作成

米 英独 他

組織名 Engineering Research Centers

設立年 1985年

所管官庁 NSF（National Science Foundation）

プログラム
概要

• ①研究、②研究シーズの社会実装、③工学
人材育成を目的とした、大学における研究
拠点創出事業（助成プログラム）

• 支援額：1センターあたり、年間260～600万
ドル（最大10年間。第4期）

• 支援期間：センター設立から10年間
• 実績

• 75のERCを創出
• 240社以上のスピンオフ企業の起業
• 900以上の特許取得
• 14,400人以上の学士～博士号授与

支援対象の
研究テーマ

• Advanced manufacturing
• Energy and Environment
• Health
• Infrastructure

Engineering Research Centers概要 ERCの例（CQN）

センター名 Center for Quantum Networks（CQN）

設立年 2020年

設置大学 アリゾナ大学

センター概要

• ハーバード大学、MIT、イェール大学と提携し、
量子技術等を開発、量子ネットワークの構築を
目指す

• 研究・教育・多様性の尊重・イノベーションの
4領域で取り組みを実施

• 支援額：2,600万ドル（2020年度から2024年
度までの5年間）

参画企業

• Aliro Quantum Technologies
• Cisco Systems
• Flybridge Capital Partners
• General Dynamics Mission Systems
• Raytheon Technologies Corporation
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フラウンホーファーは、博士人材の受入を強化している。これにより、若手研究者の支援を促進
３．２．海外イノベエコシステムにおける好事例の調査 ｜Fraunhofer

フラウンホーファーでの博士人材の位置づけ

出所）有識者ヒアリング、令和元年度 イノベーション人材の流動化に係る要因調査（NTTデータ経営研究所）、海外公的研究機関における地域イノベーション創
出のための活動状況等に関する調査（NTTデータ経営研究所）よりNRI作成

プレジデンシャルカウンシル
• 理事会
• グループリーダー

研究所
（大学の敷地内などに

隣接）

• 研究所長
(大学の教授と兼務)

• 職員
• 修士／博士課程学生

(職員の約30%が学生)

研究所 研究所・・・ ・・・

フラウンホーファーにおける人材循環モデルと背景

顧客となって
フラウンホーファー

に研究委託

産業界へ
就職・転身

博士課程学生の
有期雇用

• 研究所長が大学教授を兼任しており、
若手研究者とのコネクションが存在

• 有給で研究を行いたい当該教授の研究
室の学生が研究所に在籍することが多い

• 研究者は平均5~7年在籍
• 中盤以降プロジェクトリーダーを任され、

ビジネススキル（損益計算など）を習得
• 産業界のコネを得た研究者は企業に

就職

• 企業に就職した、フラウンホーファーとのコネ
クションのある出身者が、フラウンホーファー
に研究を委託

米 英独 他
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目次

１．調査の実施概要

２．我が国における若手研究者を取り巻くイノベーション・エコシステムの実態調査

３．海外におけるイノベーション・エコシステムの実態調査の結果

４．若サポ事業の継続的なEBPMに向けた検討
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国内イノベエコシステムの問題解決の方向性は、以下のとおり 【1/2】
４．１．国内イノベエコシステムにおける施策の方向性に関する調査｜問題解決の方向性

# 問題点 問題点の主な要因 問題解決の方向性

1 企業ニーズの理解不足
若手が企業ニーズを提案に落とし込むレベルまで理解すること
が難しい。また、企業が重要なニーズを話せない、あるいは企業
自身の課題が明確になっていない。

• 企業ニーズの理解・提案に関する能力向上
• 企業ニーズの理解・提案に関する第三者支援の拡大
• 研究者や第三者の人材流動性の向上
• 企業ニーズを掘り下げるクローズドなマッチングの実現

2 知財戦略の不足
技術シーズと事業の両方を理解した上で知財戦略をデザイン
する機能が必要だが、そのような機能を担える人材はごくわず
か。

• 知財戦略をデザインできる人材の共通リソース化
• 当該人材が活躍するための環境整備・育成の充実

3 企業・研究者ネットワーク
不足

企業については、シニアの教授クラスと比べて学会発表実績等
に乏しいために企業からみた露出が少ない。
研究者については、学内の在歴が短いために同僚との関係を
築くことが難しい。また、同じ分野のネットワークに閉じてしまう。

• 若手ー企業ネットワーク構築（技術シーズの発信）
• 若手の学内外の研究者ネットワークの構築
• 研究者や第三者の人材流動性の向上

4 目的・方向性の不一致 論文化を目指したい若手と短期の事業課題を解きたい企業
とで、背負っているミッションが異なる。

• 若手・企業の志向性の見える化・引き合わせ
（例：中長期課題を解く企業・組織の巻き込み）

5 意思決定のハードル
サプライチェーンの川上の企業は市場性が見えないとリスクを取
れない。川下の企業は技術が成熟していないと判断がつかな
い。

• サプライチェーン上のプレイヤーの巻き込み強化
• 大学の研究と企業の研究・開発の「橋渡し」に関する機能

の拡大
• 若手による大学発ベンチャー設立・大学発ベンチャーとの

共同研究等の促進

6 短期志向のPJT設計
企業のほとんどが単年度予算で運営されており、短期化。また、
それに対して、より長期のPJTやマイルストン型のPJTが普及して
いない。

• 「組織」対「組織」の産学連携の促進（補助事業の実施、
既存の補助事業におけるインセンティブ設計、等）

• 共同研究提案におけるマイルストン設定の普及
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国内イノベエコシステムの問題解決の方向性は、以下のとおり 【2/2】
４．１．国内イノベエコシステムにおける施策の方向性に関する調査｜問題解決の方向性

# 問題点 問題点の主な要因 問題解決の方向性

7 金額交渉力・リソースの不足
共同研究等の「相場」が低価格で固定化されており、企業が
予算を用意していない。また、産学連携本部等の関与が少な
く、一方で、若手は企業との交渉経験が少なく相場が分から
ない。

• 「知」の価値づけに対する理解の醸成
• 産学連携支援に関する業務効率化・リソースの充足

8 PJTマネジメントの不足
企業と研究者の間にある、共同研究に求める成果、活動の
進め方、納期に関する認識のギャップやプロジェクトの推進力
が不足している。

• 共同研究マネジメント人材の確立
（URA等のリソースの拡大・強化）

9 研究－事業の接続の弱さ
大学や企業の研究部門・新規事業部門において、最終的な
事業化を見据えた活動が行われていない。企業においては、
そのような組織構造になっていない。

• 技術シーズの社会実装に向けた計画・運用機能の強化
• 企業の研究部門-新規事業-事業部門の接続の強化

10 人的リソースの不足
若手の多くは、研究やその他の業務に追われておりリソースが
ひっ迫している。また、研究資金が潤沢にある訳では無いため、
研究スタッフに頼ることも難しい。

• 若手向けの研究リソースの確保
（共通インフラとしての研究支援の補助・優遇等）

11 評価・インセンティブの不足 研究者の産学連携活動の実績・成果を評価する、報酬を与
える仕組みが学内に整備されていない。

• 産学連携の評価の仕組みの整備
（評価フォーマットの検討等）
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国内・海外の事例調査等を通して、問題解決のアプローチに関する示唆が得られた 【1/3】
４．１．国内イノベエコシステムにおける施策の方向性に関する調査｜問題解決のアプローチ

# 問題点 問題解決の方向性 関連する国内・海外の事例調査の結果（抜粋）

1 企業ニーズの理解

企業ニーズの理解・提案に関する
能力向上・第三者支援

• MIT（米）は、企業との関係構築、企業の経営層と研究者のネットワーキングを行う専門組織を
設置。学内の研究者が企業ニーズを理解し、連携する機会を獲得。

• it’s OWL（独）、Lincoln University（英）は、産学で産学連携により解くべき課題を検討する
会議を開催。研究者が企業ニーズを理解できる機会を設置。

• RISE（瑞）は、研究者に企業が技術課題を共有できるオープンイノベーションアプリを運用。A4 1
枚の定型フォーマットを企業に提供し、企業ニーズなどを記載したRFPを収集し、関係者に共有。

企業ニーズを掘り下げる
クローズドなマッチングの実現

• 名古屋工業大は、クローズドな場で企業から詳細なニーズを聞き取る「ラウンドテーブル」を設置。
• 東京医科歯科大は、厳選したアイデアをもとに、企業と「解くべき社会課題」を議論し、産学連携に

移行。

2 知財戦略の不在 知財戦略をデザインできる人材の
共通リソース化

• （参考）「知財戦略デザイナー事業」では、知財戦略に精通した「知財戦略デザイナー」を、採択さ
れた大学に派遣。URA等と連携して、研究者の知財戦略の策定を支援。

3 企業・研究者
ネットワーク不足

若手ー企業ネットワーク構築
（技術シーズの発信）

• KTP（英）は、企業ニーズと技術シーズに関する情報をデータベース化。それらをもとに、マッチングを
推進。

若手の学内外の研究者ネットワー
クの構築

• 東京医科歯科大は、学内の研究者の情報を整理した「リサーチャーマップ」や、若手を含む学内の
交流の場を設定。

• it’s OWL（独）は、若手と企業のネットワーキングおよび互いの理解のためのサマースクールを開催。

4 目的・方向性の
不一致

若手・企業の志向性の
見える化・引き合わせ

• 一部の企業では、中長期課題を解くことをミッションとした部門が存在。そのような部門とは、比較
的スムーズに、かつ長期的な共同研究が組成されている。

• MIT、it’s OWL、Lincoln University、名古屋工業大、東京医科歯科大は、企業との関係構築・
対話の仕組みを導入。目的・方向性のすり合わせがしやすい環境を整備。
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国内・海外の事例調査等を通して、問題解決のアプローチに関する示唆が得られた 【2/3】
４．１．国内イノベエコシステムにおける施策の方向性に関する調査｜問題解決のアプローチ

# 問題点 問題解決の方向性 関連する国内・海外の事例調査の結果（抜粋）

5 意思決定のハードル

サプライチェーン上のプレイヤーの
巻き込み強化

• 一部の若手は、技術シーズの実用化段階ごとに、サプライチェーン上で巻き込む必要のある企業等を
検討し、社会実装に向けた活動を推進。

大学の研究と企業の研究・開発の
「橋渡し」に関する機能の拡大

• 信州大は、大学の研究から企業の研究・開発に進むために必要な、試作や評価等を実施する
機器・設備を設置し、企業がこれらの活動を進めやすい環境を整備。

• it’s OWL（独）は、中小企業を対象として専門的知見を提供する無料研修を実施。協業を検討
する上で必要なベースとなる知見をインプットすることで企業の意思決定ハードルを下げることに寄与。

• 一部の若手から、活動のタイムスパン・納期等に関する企業との認識の違いを乗り越える方策として、
学生等が基礎研究を行う第１研究室と、プロジェクトで雇用した技術職員が応用研究を行う第２
研究室を分けるべきとのコメントあり。

若手による大学発ベンチャー設立・
大学発ベンチャーとの共同研究等

の促進

• 一部の若手は、企業との産学連携ではなく、自らが大学発ベンチャーを設立し、ベンチャーの研究活
動・事業活動にも関与。

• これにより、実用化段階等の観点から企業が意思決定することが難しい技術シーズについて、自らリス
クを取って社会実装を推進。

6 短期志向のPJT設計 「組織」対「組織」の産学連携の
促進

• Lincoln University、名古屋工業大、東京医科歯科大等は、産業界の課題把握・課題設定の場
を設置。出口として、包括連携を含む「組織」対「組織」の産学連携を見据えている。

• （参考）「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」では、「組織」対「組織」の産学連
携の実現に向けて、課題の処方箋を紹介。実際の大学の産学連携構築プロセス実例集も作成。

7 金額交渉力・リソース
の不足

「知」の価値づけに対する
理解の醸成

• （参考）「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン（追補版）」では、共同研究等の
実施にあたって、大学等の「知」への価値付けに関する内容を紹介。

• （参考）特許庁「オープンイノベーション促進のためのモデル契約書（大学編）」では、大学等の
「知」への価値付けを踏まえた対価の設定等に関して、逐条解説付きのモデル契約書を紹介。

産学連携支援に関する
業務効率化・リソースの充足

• 九州工業大は、技術シーズに関する情報と企業のニーズに関する情報をAIに学習させて、産学連携
マッチングの候補先を出力するシステムを試行的に整備。これにより、産連担当者の知識やネットワー
クでは対象にならなかった研究者の発掘に繋がっているほか、担当者の業務効率化も実現。
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国内・海外の事例調査等を通して、問題解決のアプローチに関する示唆が得られた 【3/3】
４．１．国内イノベエコシステムにおける施策の方向性に関する調査｜問題解決のアプローチ

# 問題点 問題解決の方向性 関連する国内・海外の事例調査の結果（抜粋）

8 PJTマネジメントの
不足 共同研究マネジメント人材の確立

• 名古屋大は、産学連携支援について、担当制・チーム制、マニュアル化、定期的な進捗管理により、
属人的な業務体系から脱却。また、これらの業務に対して、企業に費用負担を求めることで、（そ
の分のコミットメントは求められるが）持続可能な運営を実現。

• it’s OWL（独）は、プロジェクトの進行・管理方法が記載されたプロジェクト管理ハンドブックを作
成し、プロジェクトメンバー間で共有。各々のプロジェクトマネジメント能力の標準化に寄与。

9 研究－事業の接続の
弱さ

技術シーズの社会実装に向けた
計画・運用機能の強化

• ERC（米）は、三層図（Three-Plane Diagram）を活用して、技術シーズの社会実装までの道
筋を構想し、三層図に基づく厳密な運用（定期的な計画のレビュー）を実施。作成・運用にあたっ
ては、企業だけでなく幅広いステークホルダーからフィードバックを受けることで、精度を向上。

企業の研究部門-新規事業-事業
部門の接続の強化

• 一部の企業担当者は、経営計画や事業計画の中に共同研究を位置付けた上で、研究計画の
策定や社内への説明を実施。これにより、共同研究の必要性に関して説得力を高めたほか、共同
研究から事業化までの道筋に関して、社内での共通認識を醸成。

10 人的リソースの不足 若手向けの研究リソースの確保

• 一部の若手は、共同研究の実施に必要なリソースを確保するために、秘書の雇用や、学生への給
与の支払い等の「先行投資」を実施。

• Lincoln University（英）は、産学連携プロジェクトに参画する若手に対し、自身の給与やアシス
タント雇用に活用できる資金を提供。

• 若手向けの実態調査において、若手に対して技術支援員等を雇用するための金銭的な補助等、
業務負担を軽減するためのサポートの必要性に関するコメントあり。

11 評価・インセンティブの
不足 産学連携の評価の仕組みの整備

• 信州大は、「教育・研究・社会活動・大学運営」の4つの評価分野について、各学部の特性を考慮
して、選択式の評価項目、学部別の係数、職種別の係数を設定。学部単位で柔軟性を持った評
価体系にすることで、公平性を担保しつつ、産学連携活動の実績が評価される環境を整備。

• （参考）山形大は、間接経費の獲得額に基づき、賞与として「外部資金インセンティブ」を支給。
外部資金インセンティブだけで、最大で1000万円の支給が可能。
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EmergingFrontiers in Research and Innovation（EFRI）
４．２．若サポEBPMのあり方に関する調査｜ （参考）海外のロジックモデル例

NSF管轄の工学部門による、研究者の学際的チームが基礎工学研究の急速に進歩するフロンティアに着手するための資金提供プログラム。
国家のニーズに長期的な影響を与える可能性のある基礎工学知識の大幅な転換の機会をとらえる、潜在的に変革をもたらすアイデアを備えた挑戦が求め
られている。
Outcomeとして、技術シーズの商用化に限らず、パートナー企業（数）、学際チームの発足、分野間の交流、パラダイムシフトに繋がる発見（破壊的イノ
ベーション）、新しい企業の設立、などが、項目に組み込まれている。

出所）NSF公式ウェブサイト、OIA「Logic Models for Strategic Planning & Evaluation」よりNRI作成
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Partnerships for Innovation: Building Innovation Capacity（BIC）
４．２．若サポEBPMのあり方に関する調査｜ （参考）海外のロジックモデル例

NSF所管。少なくとも1つの業界パートナーが入った学際的な学術研究チームが主導する産学パートナーシップをサポートするプログラム。
技術的・人的なイノベーション能力の構築を目的とする。パートナーの質、構成、参加、そして適切な貢献に重点を置いている。
（本調査でのロジックモデルと異なり）OutputとImmediate Outcomeを分けて整理している点が特徴。また、学生のキャリア（就職等）に関する
Outcomeが項目に組み込まれている。

出所） 「Logic Model for PFI:BIC」 、OIA「Logic Models for Strategic Planning & Evaluation」よりNRI作成
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Grant Opportunities for Academic Liaison with Industry（GOALI）
４．２．若サポEBPMのあり方に関する調査｜ （参考）海外のロジックモデル例

NSF所管。産学連携のためのプロジェクト資金やフェロー
シップ・研修生を提供し、産学連携を促進するプログラ
ム。
教員、ポスドク、学生が産業界で研究を行い経験を積
むこと、産業科学者やエンジニアが産業界の視点や統
合的なスキルを学術界にもたらすこと、大学-産業界の
学際的チームが研究プロジェクトを実施することに重点を
置いている。
アカデミアだけでなく産業界に関するOutcomeや
Impactがロジックモデルに組み込まれている。

出所）「GOALI Logic Model」、OIA「Logic Models for Strategic Planning & Evaluation」よりNRI作成


















